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本資料における用語の定義

用語 定義

通期業績予想
（「ガイダンス」と同義）

・通期決算発表時に開示する、当該会計年度の売上高, 売上総利益, 販管費, 営業利益, 当期純利益の予測数値※1

（ex. 2026年12月期通期業績予想）

2022中期経営目標
・2022年2月14日に開示

・「2022年12月期〜2026年12月期」（5ヵ年）における売上高および営業利益の目標数値※2

・赤字を許容し、売上高成長率を高める方針

2023中期経営目標
・2023年2月14日に開示

・「2022中期経営目標」を変更した「2023年12月期〜2026年12月期」（4ヵ年）における売上高および営業利益の目標数値※2

・生産性を高めた利益重視の方針

長期経営戦略

・2025年10月10日に開示した（本資料）、対象期間における経営戦略

・対象期間は「2026年12月期〜2035年12月期」

・連続増益を前提とし、注力度合い:売上高70%/営業利益30%として成長を狙う方針

・売上高および営業利益の数値は長期経営戦略で定めた「成長投資の実行基準」に沿って投資を実行した場合に見据える数値※3

成長投資の実行基準
・前年営業CFの金額をもとにして投資対象ごとに投資へ充てる割合を明確に定めた「①前年営業CFをもとにした資本配分基準」と、一

定期間の累計営業CFが黒字になるよう投資対象ごとに明確に定めた「②回収期間を明確にした投資判断基準」の総称

利益重視の資本配分基準 ・2023中期経営目標で定めた利益重視の方針に沿って暗黙に運用されていた資本配分基準

利益重視シナリオ ・2023中期経営目標で定めた利益重視の方針を、2026年12月期以降も継続して行った場合の売上高および営業利益の予測数値※1の概算

※1 予測数値：過去のデータから算出した合理的な着地予想数値

※2 目標数値：当社の努力により達成を目指す数値

※3 見据える数値：将来的な指標となる数値

外部環境の変化へ機動的に対応し売上高成長と増益の両立を目指すため、またM&A活動の不確実性の高さを考慮し、

今後は中期経営目標のような5ヵ年の目標数値を開示せず、長期経営戦略に基づいて毎期算出した通期業績予想のみを開示いたします。

今後開示する数値について
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過去の開示と株価
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※折れ線グラフは、上記の時間軸に沿った当社の株価推移を掲載したもの
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①

②

③

2022年2月14日開示の決算説明資料より再掲（2021年12月期通期決算説明資料）

0 1 _過去 の開示 と株価

2022中期経営目標を発表する

短期的な利益を追わず売上高成長のみを重視し、2022年12月期を赤字予想とした

2026年12月期に売上高50億円・営業利益12億円を目指す

売上高成長を重視する方針を明示

2022年12月期の業績予想は赤字

①

②

③

売上高成長率重視方針は失敗 新たな戦略の策定へ

2023 2024 20252022

通期

決算

2月

業績は順調だが利益重視の方針は好評
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0 1 _過去 の開示 と株価

1,451

公開価格：1,860円

2022年2月 決算発表（2021年12月期通期決算）

2022年12月期通期業績予想は赤字

赤字予想により株価はストップ安となる

赤字の業績予想に失望され

ストップ安

売上高成長率重視方針は失敗 新たな戦略の策定へ

2023 2024 20252022

通期

決算

2月

業績は順調だが利益重視の方針は好評
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0 1 _過去 の開示 と株価

赤字の業績予想に失望され

ストップ安

1,451

公開価格：1,860円

業績は計画通り推移するも株価が下落し続ける

売上高成長率重視方針は失敗 新たな戦略の策定へ

2023 2024 20252022

業績は順調だが

2022年2月 決算発表（2021年12月期通期決算）

2022年12月期通期業績予想は赤字

利益重視の方針は好評
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※折れ線グラフは、上記の時間軸に沿った当社の株価推移を掲載したもの
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2023年2月14日開示の決算説明資料より再掲（2022年12月期通期決算説明資料）

2022中期経営目標の変更を発表する

米国金利の上昇による景気停滞の予想により、利益重視の方針へ変更した

10

②

①
③

0 1 _過去 の開示 と株価

2022中期経営目標より毎年高い利益を創出する計画へ変更

米国金利の上昇による景気停滞から市場では利益確保の動きが始まる

利益重視の方針へ変更を明示

①

②

③

売上高成長率重視方針は失敗 新たな戦略の策定へ

2023 2024 20252022

通期

決算

2月

業績は順調だが

③

利益重視の方針は好評



2023年2月14日開示の決算説明資料より再掲（2022年12月期通期決算説明資料）
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0 1 _過去 の開示 と株価

①

生産性を重視し、最適なコストで最大のパフォーマンスを出す方針①

生産性を重視する方針とする

各施策に対し、徹底して生産性・効率化を重視する方針とした

売上高成長率重視方針は失敗 新たな戦略の策定へ

2023 2024 20252022

通期

決算

2月

業績は順調だが利益重視の方針は好評



2023年2月14日開示の決算説明資料より再掲（2022年12月期通期決算説明資料）
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0 1 _過去 の開示 と株価

新規事業やM&Aの投資方針を設定するが

赤字を出さない範囲で新規事業やM&Aへ投資をする保守的な方針とした

全社で単年赤字とならないような範囲で新規事業へ投資を実施する方針①

黒字の案件に絞ってM&Aを実施する方針②

① ②

売上高成長率重視方針は失敗 新たな戦略の策定へ

2023 2024 20252022

通期

決算

2月

業績は順調だが利益重視の方針は好評
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13

上方修正を実施し株価は上昇する

公開価格：1,860円

2023年2月 決算発表（2022年12月期通期決算）

利益重視の方針へ変更

利益重視の方針へ変更し

株価上昇

1,567

売上高成長率重視方針は失敗 新たな戦略の策定へ

2023 2024 20252022

3Q

決算

11月

2023年11月 決算発表（2023年12月期3Q決算）

通期業績予想を上方修正

業績は順調だが

2Q

決算

8月

2023年8月 決算発表（2023年12月期2Q決算）

通期業績予想を上方修正

利益重視の方針は好評



0 1 _過去 の開示 と株価

2

0

2

2

中

期

経

営

目

標

を

発

表

す

る

2

0

2

2

中

期

経

営

目

標

の

変

更

を

発

表

す

る

過

去

最

高

益

を

達

成

・

初

配

予

想

を

発

表

す

る

長

期

経

営

戦

略

を

発

表

す

る

C

P

S

を

発

表

す

る

売上高成長率重視方針は失敗 新たな戦略の策定へ

2023 2024 2025

通期

決算

2022

2月

通期

決算

2月

通期

決算

2月

通期

決算

2月

生

産

性

重

視

の

方

針

と

す

る

14
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2024年2月14日開示の決算説明資料より再掲（2023年12月期通期決算説明資料）

0 1 _過去 の開示 と株価

15

過去最高益を達成・初配予想を発表する

①

②

③

初の配当実施予定を発表

業績は順調に成長

過去最高の業績を更新

①

②

③

業績は順調に推移し、初の株主還元の実施予想を発表した

売上高成長率重視方針は失敗 新たな戦略の策定へ

2023 2024 20252022

通期

決算

2月

業績は順調だが利益重視の方針は好評



2024年11月14日開示の決算説明資料より再掲（2024年12月期3Q決算説明資料）

0 1 _過去 の開示 と株価

16

①

②

2024年8月発表の2Q決算, 同年11月発表の3Q決算で通期業績予想を上方修正

2024年11月発表の3Q決算で配当予想を上方修正

①

②

業績を順調に伸ばし上方修正を発表する

業績は順調に推移し、計画に沿って上方修正を行った

売上高成長率重視方針は失敗 新たな戦略の策定へ

2023 2024 20252022

3Q

決算

11月

業績は順調だが

2Q

決算

8月

利益重視の方針は好評



0 1 _過去 の開示 と株価

17

2度上方修正を行うも株価は3,000円をピークに下落する

公開価格：1,860円

株価が

3,000円台にタッチ

3,080

2024年11月 決算発表（2024年12月期3Q決算）

上方修正を発表

2024年2月 決算発表（2023年12月期通期決算）

売上高成長率重視方針は失敗 新たな戦略の策定へ

2023 2024 20252022

業績は順調だが

2024年8月 決算発表（2024年12月期2Q決算）

上方修正を発表

通期

決算

2月

3Q

決算

11月

2Q

決算

8月

利益重視の方針は好評
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売上高成長率重視方針は失敗 新たな戦略の策定へ
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CPSを発表する

創業25年周年の節目にCorporate Purpose Statement を公開

売上高成長率重視方針は失敗 新たな戦略の策定へ

2023 2024 20252022

通期

決算

2月

業績は順調だが

当社は2000年、インターネット決済の黎明期にインターネット決済サービス（「サブスクペイ」）を開始いたしました。様々な困難や苦悩に直

面しましたが、「為せば成る」の精神で絶対に諦めず、2021年に東証マザーズ（現東証グロース）市場への上場を果たすことができました。

そして、創業25周年を期に、改めて今の世の中に対して我々は何ができるのかを考え、Corporate Purpose Statement（企業が社会的課題を解

決するために行う活動や目標）を新たに制定いたしました。

同時に、これまで掲げてきたビジョンも刷新しました。

新しいビジョン

「商取引を自由にする決済インフラで再び日本を強くする」

日本経済は、「失われた30年」 と言われるように、1990年初頭以降 デフレからの脱却ができず 、 また 技術革新や成長産業の創出も進まず 、

さらには 少子高齢化による労働人口の減少が 経済成長を妨げ、結果として 国際競争力が大きく低下しています。

こうした背景にある、商取引を阻む社会課題である「慣習」「非効率」「与信」という3つの壁に対して、ROBOT PAYMENTは、お金をつなぐ

様々な革新的サービスで解決し、日本における中小企業や基幹産業が持つ本来の力を発揮できるよう、お金の流れを潤滑にすることで、商取引

が円滑に進み、新たな価値が次々と生まれる機会を創出してまいります。

そして、日本の経済力を底上げし、 企業が持続的に成長できる環境を提供します。

コーポレート パーパス ステートメント
Corporate Purpose Statement

利益重視の方針は好評
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市場からの見え方を再考し長期経営戦略を策定する

公開価格：1,860円

2025年2月 決算発表（2024年12月期通期決算）

CPSを発表

売上高成長率重視方針は失敗 新たな戦略の策定へ

2023 2024 20252022

業績は順調だが

通期

決算

2月

本資料

発表

10月

長期経営戦略を

策定

利益重視の方針は好評

株価の下落を受け

市場からの見え方を再考

新たな戦略を検討する

CPSの発表後

株価は下落
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長期経営戦略策定の背景
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0 2 _長期 経営戦 略策定 の背景

当社は市場から「つまらない会社」と見られているのではないかと考えた

その原因は、事業拡大への新たな取り組みを実施できず、売上高成長率が鈍化したことだと結論づけた

売上高成長率が鈍化

「つまらない」原因

新規事業立ち上げの遅延

M&Aの未実施

CVCの未実施

既存事業の拡張の遅延

鈍化理由

なぜ「つまらない」のか？

〜 ワ ク ワ ク す る 未 来 が 見 え な い 〜

〜 堅 実 だ が 飛 躍 的 な 成 長 が な い 〜

〜 保 守 的 な 経 営 に 見 え る 〜

〜CPSを 発 表 した が 具 体 策 が ない 〜

〜 新 し い こ と を や ら な い 会 社 〜
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0 2 _長期 経営戦 略策定 の背景

2023年12月期をピークに売上高成長率が鈍化したため

2023中期経営目標で定めた利益重視の方針を見直す必要があると考えた

1,731

2,213

2,762

3,150
+24.2%

+27.8%

+24.8%

+14.0%

+0.00%

+5.00%

+10.00%

+15.00%

+20.00%

+25.00%

+30.00%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

22/12期 23/12期 24/12期 25/12期

（期初に開示した業績予想）

売上高

前年比売上高成長率

（百万円）
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長期経営戦略
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0 3 _長期 経営戦 略
戦略 の概要

売上高成長率の鈍化により、「つまらない会社」となってしまった

新たな戦略へと刷新し、CPSの実現を目指す

連続増益を前提とし

注力度合い:売上高70%/営業利益30%

として成長を狙う

2022中期経営目標

赤字計画で

株価は大きく下落

2023中期経営目標

売上高成長率の低い

つまらない会社となる

生産性を高めた

利益重視の方針

長期経営戦略

売上高成長と増益

両方を重視

赤字を許容し

売上高成長率を高める
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0 3 _長期 経営戦 略
戦略 の概要

売上高成長率の低い「つまらない会社」を脱却するために

明確な「成長投資の実行基準」を設定する

なぜ売上高成長率が鈍化したのか？ 長期経営戦略

成長投資の実行基準が決まっておらず

新たな取り組みへの投資ができなかった

新規事業

新規事業の立ち上げを行ったものの、十分な投資を実施できず立ち上

がりが遅れた

M&A

黒字案件に絞るという投資判断基準はあったが、投資金額を明確に設

定していなかったため、M&Aを実施できなかった

CVC

投資方針を明確に設定していなかったため、CVC投資を実施できなか

った

既存事業

既存事業への追加投資が不足し、人件費、広告費、開発費へ十分な投

資を実施できず成長加速が遅れた

新規事業, 既存事業, M&A, CVCへ成長投資を実施し

高い売上高成長率を実現させる

前年営業CFの金額をもとにした資本配分基準の設定①
成長投資を確実に実行するため、前年営業CFの金額をもとに

して投資対象ごとに投資へ充てる割合を明確に定めた資本配分

基準を設定

回収期間を明確にした投資判断基準の設定②
投資リターンの確実性を向上させるべく、一定期間の累計営業

CFが黒字になるよう投資対象ごとに明確に定めた投資判断基

準を設定

成長投資の実行基準



0 3 _長期 経営戦 略
① 前年 営業 C F の金 額をも とにし た資本 配分基 準

利益重視の方針に沿って暗黙に運用されていた資本配分基準では、成長投資をほとんど実行できなかった

そのため、明確な前年営業CFの金額をもとにした資本配分基準を新たに策定

27

利益重視の資本配分基準※
注力度合い:売上高70%/営業利益30%として成長を狙う

新たに策定した資本配分基準

純資産50億円までは、前年営業CFの15％を事業投資に充当。そのうち

20％を新規事業、80％を既存事業へ投資し、成長加速を図る。純資産50億

円を超えると、前年営業CFの20％を上限とし、配分を維持する。

事業投資（内訳：新規事業20%, 既存事業80%）

純資産の増加に伴い株主還元比率を段階的に引き上げる。純資産50億円を

超えると前年営業CFの30%を、100億円超では50%を基準に配分する。

連続増配を基本とし、事業投資との両立を図る。

株主還元

純資産の増加に応じてM&A・CVCへの投資余力を拡大。純資産50億円以下

では前年営業CFの65%、50〜100億円では50%、100億円超では30%を留保

し、大型M&A案件や有望なCVC投資の機会に備える。

M&A・CVC資金

事前に明確な基準を定めなかった

2%

事業投資

17%

株主還元

81%

内部留保

純資産レンジ

15%

事業投資

20%

株主還元

65%

M&A・CVC
資金

30%

株主還元

50%

M&A・CVC
資金

20%

事業投資

30%

M&A・CVC
資金

50%

株主還元

20%

事業投資

純資産の金額により配分率を変更

現在〜50億円 50〜100億円 100億円超〜

※利益重視の資本配分基準：2023中期経営目標で定めた利益重視の方針に沿って暗黙に運用されていた資本配分基準

前
年
営
業
CF
の
金
額
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0 3 _長期 経営戦 略
② 回収 期間を 明確に した投 資判断 基準

投資判断基準

新規事業
単年営業CFが黒字化する年数：5年以内

累計営業CFがプラス転換する年数：10年以内

既存事業
単年営業CFが黒字化する年数：3年以内

累計営業CFがプラス転換する年数：5年以内

M&A
累計営業CFがのれんを上回る年数：のれん償却年数以内（基本5年）

のれん：純資産の40%未満

CVC
含み益が投資金額を上回る年数：5年以内

投資対象：当社事業とのシナジー効果があるもの

明確な基準に沿って投資判断を行う

※当社はビジネスモデル上および財務体質上、潤沢な手元流動性を有しているため、現状借入を元にした投資の予定はない。
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0 3 _長期 経営戦 略
② 回収 期間を 明確に した投 資判断 基準

投資判断基準

単年営業CFが黒字化する年数

経過年

営業CF

単年営業CFが

黒字化

累計営業CFが

プラス転換

初

期

投

資

新規事業の投資判断基準

投資判断基準イメージ

1 2 3 4

5 6 7 8 9 10

5年以内

累計営業CFがプラス転換する年数

10年以内

備考

◯事業領域の選定基準

※新規事業投資は11年目以降も長く営業CFを得られるため、既存事業投資, 

M&A投資, CVC投資よりも長期での単年赤字を許容

・成長市場であるか

・先行する競合が少ないか

営業CF

増加

単年営業CF

累計営業CF
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0 3 _長期 経営戦 略
② 回収 期間を 明確に した投 資判断 基準

営業CF

単年営業CFが

黒字化

既存事業の投資判断基準

投資判断基準イメージ

1

3 4
初

期

投

資

経過年

2

投資判断基準

単年営業CFが黒字化する年数

3年以内

累計営業CFがプラス転換する年数

5年以内

備考

◯投資回収までの時間

すでに成長している事業への投資となるため、新規事業に比べて回

収するまでの時間が短くなる。

営業CF

増加

累計営業CFが

プラス転換

5

単年営業CF

累計営業CF
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0 3 _長期 経営戦 略
② 回収 期間を 明確に した投 資判断 基準

投資判断基準

営業CF

累計営業CFが

のれんを上回る

M&Aの投資判断基準

投資判断基準イメージ

1 2

3 4 5 経過年

累計営業CFがのれんを上回る年数

5年以内（のれん償却年数以内）

備考

◯投資判断基準の背景

のれん償却期間内にそれ以上の営業CFを得ることが、当社が事業成

長をさせた価値と考え、償却期間を基準としている。

のれんの上限

純資産の40%未満

営業CF

増加

※判断基準を累計営業CFにすることで、単年赤字を許容

単年赤字を許容

単年営業CF

累計営業CF - のれん
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0 3 _長期 経営戦 略
② 回収 期間を 明確に した投 資判断 基準

投資判断基準

CVCの投資判断基準

含み益が投資金額を上回る年数

5年以内

投資対象

シナジー効果のあるもの

備考

◯シナジー効果の例

・新規事業・イノベーションの創出

・既存事業の強化

・人材育成と組織活性化

・財務的リターン

含み益

1 2 3 4 5 経過年

含み益

増加

投

資

金

額

投資判断基準イメージ

含み益が

投資金額を上回る

当該時点の含み益

含み益 – 投資金額



0 3 _長期 経営戦 略
純資 産の増 加イメ ージ

毎期純資産が積み上がり※、より大規模なM&A・CVCを狙える

33

①前年営業CFの金額を

もとにした資本配分基準

事業投資

株主還元

M&A・CVC
資金

25/12期 26/12期 27/12期 28/12期 29/12期 30/12期 31/12期 32/12期 33/12期 34/12期 35/12期

M&A・CVCの

投資余力が

毎期拡大する

前期末時点での純資産

当期に増加する純資産

純資産の推移

※投資CFおよび財務CFによる純資産への影響を除く

現在〜50億円
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長期経営戦略を実行した未来



+24.7%+24.7%

0.0%

+10.0%

+20.0%

+30.0%

24/12期 25/12期 26/12期 27/12期 28/12期 29/12期 30/12期 31/12期 32/12期 33/12期 34/12期 35/12期
35

0 4 _長期 経営戦 略を実 行した 未来
事業 成長の 加速

+14.4pt

2035年12月期時点の売上高成長率は、利益重視シナリオ※に対し、

事業投資の実施により＋14.4pt、更にM&Aの実施により+30%を見据える

+20.8%

+6.4%

M&Aで更なる成長率UPを狙う利益重視シナリオ※の売上高成長率

事業投資の実施による売上高成長率想定

M&Aの実施による更なる売上高成長の可能性

売上高成長率の推移

+9.2pt

事業投資により

売上高成長率の向上

を見据える

M&Aにより

売上高成長率+30%

の状態を見据える

+30%

※利益重視シナリオ： 2023中期経営目標で定めた利益重視の方針を、2026年12月期以降も継続して行った場合の売上高および営業利益の予測数値の概算



36

0 4 _長期 経営戦 略を実 行した 未来
事業 成長の 加速

2035年12月期時点の売上高は、利益重視シナリオ※に対し、

事業投資の実施により1.75倍、更にM&Aの実施により2.65倍を見据える

2.65倍

35/12期・・・25/12期

32億円

利益重視シナリオ※（売上高）

事業投資の実施による売上高想定

M&Aの実施による更なる売上高の可能性

※利益重視シナリオ： 2023中期経営目標で定めた利益重視の方針を、2026年12月期以降も継続して行った場合の売上高および営業利益の予測数値の概算

150億円

210億円

売上高

事業投資

+70億円

M&A

+60億円

利益重視

シナリオ

80億円

1.75倍
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0 4 _長期 経営戦 略を実 行した 未来
事業 成長の 加速

2035年12月期時点の営業利益は、利益重視シナリオ※に対し、

事業投資の実施により1.33倍、更にM&Aの実施により1.72倍を見据える

営業利益

1.33倍

1.72倍

35/12期

24億円

・・・25/12期

6.85億円

利益重視シナリオ※（営業利益）

事業投資の実施による営業利益想定

M&Aの実施による更なる営業利益の可能性

※利益重視シナリオ： 2023中期経営目標で定めた利益重視の方針を、2026年12月期以降も継続して行った場合の売上高および営業利益の予測数値の概算

M&A

+7億円

事業投資

+6億円

利益重視

シナリオ

18億円

31億円
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0 4 _長期 経営戦 略を実 行した 未来
プラ イム市 場への 鞍替え

38

プライム市場への鞍替えを目指す

約12.5億円経常利益

当社の準備開始基準

プライム

上場へ
〜2, 3年〜

約40億円純資産
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今後の事業展開
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0 5 _今後 の事業 展開
当社 の解決 する課 題

商取引を阻む3つの壁に対し、当社サービスが課題を解決していく

40

3つの壁を壊す

与信の壁

慣習の壁

非効率の壁

既存事業

・1click後払い

・1click早マール

・ファクタリングロボfor SaaS

・サブスクペイ

・サブスクペイPro

・請求管理ロボ

・請求まるなげロボ

・レベニューベースドファイナンス

・海外送金DX

・未収金管理/未収金自動回収

準備中の新規事業

・AI与信/自動回収

・請求書受取

・海外受金DX

・ステーブルコイン決済送金

検討中の新規事業

・ファクタリング領域の拡大
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0 5 _今後 の事業 展開
予定 する事 業展開

41

2029〜

DX

Fin

tech

2023 CPSの実現2024 2025 2026 2027 2028

サブスクペイ

1click後払い

請求管理ロボ

請求

まるなげロボ

請求書受取

未収金管理

未収金自動回収

海外送金DX

1click早マール

AI与信

自動回収

SaaS

ファクタリング

海外受金DX

ファクタリング

領域拡大

レベニューベースド

ファイナンス

サブスクペイ

Pro

ステーブルコイン

決済送金

：既存事業 ：準備中の新規事業 ：検討中の新規事業

慣習の壁

非効率の壁

与信の壁

システムで課題を解決する「DX」と、お金の流れを変化させ課題を解決する「Fintech」の

二領域のサービス展開により、CPSの実現を目指す
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0 5 _今後 の事業 展開
サブ スクペ イの市 場規模

インターネット決済において当社の想定獲得シェアは0.50%程度

インターネット決済サービス市場規模は成長しており、導入の余白は拡大し続けている

※1 2025年3月発行の経済産業省「2024年のキャッシュレス決済比率を算出しました」 より。

※2 2025年3月27日発表の矢野経済研究所「オンライン決済サービス市場に関する調査を実施（2025年）」より。

※3 2024年から2028年における5年間の市場規模の年平均成長率。

117兆円

37.5 

43.0 

49.2 

56.1 

63.3 

0
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50

60

70

2024年

（見込）

2025年

（予測）

2026年

（予測）

2027年

（予測）

2028年

（予測）

14.0%

CAGR※3

カード業界全体の決済金額

インターネット決済の総額

2025年時点でのサブスクペイ市場規模試算※1 ※2 インターネット決済サービス市場の推移※2

43兆円

当社決済金額2,154億円

当社の想定獲得シェア0.50%

（単位：兆円）
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0 5 _今後 の事業 展開
請求 管理ロ ボの市 場規模

請求管理ロボの対象市場は、シェア0.7％と顧客獲得余地が大きい

国内SaaS市場規模が拡大し、システム導入はさらに加速することが予想される

1.4 

1.6 

1.8 
1.9 

2.1 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

2023年 2024年

（予測）

2025年

（予測）

2026年

（予測）

2027年

（予測）

（単位：兆円）

※1 2023年6月公開の総務省統計局「令和3年経済センサスー活動調査」より。

※2 株式会社富士キメラ総研「ソフトウェアビジネス新市場 2023年版」より。

※3 2023年から2027年における5年間の市場規模の年平均成長率。

10.7%

CAGR※3

2,504,413社

請求管理ロボ獲得可能性市場（従業員数30〜999人）

2023年時点での請求管理ロボ市場規模試算※1 国内SaaS市場規模推移※2

128,280社

当社AC数867社

当社の想定獲得シェア0.68%

BtoB取引企業数
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0 5 _今後 の事業 展開
請求 まるな げロボ ・ 1 c l ick 後払 いの市 場規模

ファクタリング業界市場はBtoB決済市場の中で小さい規模

後払い決済サービス市場は順調に拡大しており、プロダクト拡大余地は高い

※1 2023年7月公表の総務省「産業横断調査（企業等に関する集計）」

※1 FCI「Total Factoring Volume by Country in the Last 7 Years (in million of Euros)」より（1ユーロ＝160円で計算）。

※2 2025年3月27日発表の矢野経済研究所「オンライン決済サービス市場に関する調査を実施（2025年） 」より。

※3 2024年から2028年における5年間の市場規模の年平均成長率。

1.8 

2.0 

2.3 

2.6 

2.8 

0.0

1.0

2.0

3.0

2024年 2025年

（予測）

2026年

（予測）

2027年

（予測）

2028年

（予測）

12.7%

CAGR※3

1,481兆円

ファクタリング業界市場

2023年時点での請求まるなげロボ・1click後払い市場規模試算※1 後払い決済サービス（BNPL）市場規模推移※2

9.2兆円

請求まるなげロボ：

債権取扱高40億円（0.04%）

1click後払い：

当社決済金額（シェア）13億円（0.01%）

BtoB決済市場 （単位：兆円）
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0 5 _今後 の事業 展開
組織 ・人材 戦略

戦略を支える組織・人材戦略

生産性の飛躍的向上を目標とする

1人あたりのMRR純増額を生産性のKPIとし、筋肉質な組織を構築します。

採用戦略 人財強化 文化形成

未来を創る「人材」の獲得 テクノロジーによる進化 挑戦と成長が生まれる土壌

・ハイクラス採用の強化

タレントプールやリレーションシップを強

化し、事業を牽引するトップタレントを獲

得します。

・間口の拡大

新卒・中途の通年採用により、多様なポテ

ンシャルを持つ人材の採用力を強化します。

・生産性の向上

AIエージェントを全社的に活用し、業務効

率を最大化します。

・事業開発力の強化

顧客基盤の統合とAI人材の育成により、新

規事業の立ち上げスピードを加速させます。

・挑戦機会の体系化

「やりたい人がやる」を推進し、新規事

業・M&A・子会社経営など多様な舞台を提

供し、挑戦を通じて次世代経営層を育成し

ます。

・経営者の育成

M&A先企業への派遣や、新規事業を通じて、

事業を担う経営人材を継続的に輩出し、長

期的に企業全体の成長を牽引できる人材ポ

ートフォリオを構築します。
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0 5 _今後 の事業 展開
財務 方針

持続的な成長と企業価値向上を実現するため、

財務健全性・規律ある運営・資本効率の基本方針を定める

健全な財務基盤の維持

調整後自己資本比率50%以上を維持し、長期的な財務健全性を支える。01

規律あるバランスシート運営

のれん・ソフトウェア等の無形資産およびCVC投資の合計額を純資産の50%以内にコントロール。

余剰資金は安全性の高い金融資産（MMF・国債等）で運用し、ミニマムキャッシュを設定。

これらの規律に基づく運営により、結果として質の高いバランスシートを維持する。

02

高い資本効率の追求

株主資本コストを大幅に上回るROE（自己資本利益率）25%以上を指標に、株主価値を最大化する。03
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事業遂行上の主なリスクとそれに伴う影響 主なリスクに対する対応策

中

小

小

中

発生
可能性

中

中

大

大

影響度

（注） その他のリスクは、有価証券報告書「事業等のリスク」を参照ください。

0 5 _今後 の事業 展開
当社 の事業 展開上 のリス クと対 応方針

マイルストーンごとの進捗管理を徹底し、営業キャッシュフロー

黒字化期間やLTV/CACなど明確な投資基準を設けた上で、段階

的かつ慎重に投資を実行することでリスクを低減いたします。

当社はPMI専門チームを設置し、統合作業を計画的に実行すると

ともに、財務規律（純資産 × 40% > のれん 等）を遵守し、過

大投資を回避することでリスクを抑制いたします。

当社は、業績連動型株式報酬制度（ストックオプション等）の導

入により中核人材のリテンションを強化するとともに、次世代リ

ーダーの計画的育成や権限移譲を進め、属人的な依存を軽減して

います。また、M&Aにおいては統合プロセス（PMI）を重視し、

買収先のキーパーソンとのインセンティブ設計や組織文化の調和

を図ることで、人材流出リスクの低減に努めます。

当社はストック型の既存事業を基盤とし、安定的なキャッシュフ

ローの確保に努めるとともに、解約抑制のためのカスタマーサク

セス体制を強化しています。また、財務面では借入を純資産の範

囲内に限定するなど健全性を維持し、外部環境の変化に左右され

にくい体制を整備しています。これにより、景気変動に対する耐

性を高めつつ、機動的な投資判断を可能といたします。

新規事業の進捗が計画通りに進まず、マイルストーン達成が遅れる場合、売上成長の

鈍化や投資回収の長期化を招き、資本効率が低下する可能性があります。これにより、

当社の事業計画遂行や業績に影響を及ぼすおそれがあります。

新規事業の不振について

当社の事業展開においては、経営や事業の中核を担う重要人材が退職した場合、事業

継続や成長スピードに影響を及ぼす可能性があります。さらに、今後はM&Aを推進

する方針であることから、買収先企業におけるキーパーソンの退職や統合過程におけ

る人材流出が生じた場合には、シナジー効果の発現や投資回収に遅れが生じ、当社の

業績や事業計画に影響を及ぼすリスクも想定されます。

キーパーソンの退職について

当社は成長戦略の一環としてM&Aを検討しておりますが、統合プロセス（PMI）が

計画通りに進まず、想定したシナジー効果が発現しない場合、投資回収が困難となり、

業績や財務状況に影響を及ぼす可能性があります。また、過大なのれん計上により、

将来的に減損処理が必要となるリスクも存在します。

M&Aの失敗について

国内外の経済環境や金融市場の悪化、金利上昇や規制強化などの外部要因により、顧

客企業の資金繰りが悪化した場合、当社サービスの解約率や利用縮小につながり得ま

す。さらに、景気後退局面では新規需要が減速するほか、当社が計画する成長投資の

実行が停滞し、成長スピードが鈍化する可能性があります。これにより、当社の収益

基盤や中長期の事業計画の遂行に影響を及ぼすおそれがあります。

市況の悪化について
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メー ルマガ ジン・ LINE公式 アカウ ントの 登録を お願い します

投資家および株主をはじめとするさまざまなステークホルダーの皆様に、当社をより一層

ご理解・ご関心いただけるよう「メールマガジン」「LINE公式アカウント」を開始いたし

ました。ぜひご登録をお願いいたします。

▼ メ ー ル マ ガ ジ ン の 登 録 は こ ち ら ▼ L I N E 公 式 ア カ ウ ン ト の 登 録 は こ ち ら

h t t p s : / / w w w . m a g i c a l i r . n e t / 4 3 7 4 / m a i l / h t t p s : / / l i n . e e / k e i c z v 9

登録方法

内容 適時開示・PR情報で配信するものと同内容
主要ニュースリリース（解説コメント付き）、

イベント案内、セミナー出演のお知らせ等

頻度 月2〜4回
※適時開示と同時配信

月2〜4回
※ニュース本数やセミナー出演状況により異なります

目的
すべての適時開示・PR情報を

リアルタイムにお知らせします。

主要なニュースリリースに解説を入れてお知らせ
するとともに、LINEを利用してIR担当者と直接や

り取りが可能になります。

https://www.magicalir.net/4374/mail/
https://lin.ee/keiczv9


本資料の取り扱いについて
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免責事項

本 資 料 に は 、 将 来 の 見 通 し に 関 す る 記 述 が 含 ま れ て い ま す 。 こ れ ら の 記 述 は 、 当 該 記 述 を 作 成 し

た 時 点 に お け る 情 報 に 基 づ い て 作 成 さ れ た も の に す ぎ ま せ ん 。 さ ら に 、 こ う し た 記 述 は 、 将 来 の

結 果 を 保 証 す る も の で は な く 、 リ ス ク や 不 確 実 性 を 内 包 す る も の で す 。 実 際 の 結 果 は 環 境 の 変 化

な ど に よ り 、 将 来 の 見 通 し と 大 き く 異 な る 可 能 性 が あ る こ と に ご 留 意 く だ さ い 。

上 記 の 実 際 の 結 果 に 影 響 を 与 え る 要 因 と し て は 、 国 内 外 の 経 済 情 勢 や 当 社 の 関 連 す る 業 界 動 向 等

が 含 ま れ ま す が 、 こ れ ら に 限 ら れ る も の で は あ り ま せ ん 。

ま た 、 本 資 料 に 含 ま れ る 当 社 以 外 に 関 す る 情 報 は 、 公 開 情 報 等 か ら 引 用 し た も の で あ り 、 か か る

情 報 の 正 確 性 、 適 切 性 等 に つ い て 当 社 は 何 ら の 検 証 も 行 っ て お ら ず 、 ま た こ れ を 保 証 す る も の で

は あ り ま せ ん 。

「 事 業 計 画 及 び 成 長 可 能 性 に 関 す る 事 項 」 資 料 は 、 今 後 、 本 決 算 後 2 月 頃 を 目 途 と し て ア ッ プ デ ー

ト を 行 う 予 定 で す 。
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